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※改ページ

1.1将来ビジョン

(1)地域の実態

（地域特性）

根羽村は、長野県の最南端に位置し、愛知県と岐阜県の県境にあるc 村境は、1,000m級

の山々に囲まれ、茶臼山を源流とするー級河川矢作川は、延長118 kmを経て三河湾へと流

れ、合計110万人の愛知県三河地方の人々が生活用水で使用する垂要な水源となってい

る。村の総面積89.97 kmのうち94%が森林で、古くからスギ・ヒノキを主体とした植林が行わ

れ、人工林率は73%に達している。村内全戸が5.5haの山林を保有し、全戸が根羽村森林

組合員である。平成29年7月には、森林面積の86%にあたる7,294haで、生物多様性の保

全、土壌および水資源の保全と維持等7つの基準に沿った適正かつ持続可能な森林経営に

より、豊かな自然環境を育む森林とその木材を認証する世界に認められた「森林認証(FM

認証）」を取得している。

人口900人のこの村は古くから村の全戸が5.5haの山林を管理し、全戸が森林組合員であ

るなど林業を基幹産業としてきた。森林組合の業務は通常は木を伐採し丸太で販売するだ

けだったが、根羽村では製材所を所有し、村単独の森林組合と運携し、木を植え ・ 育て ・ 伐採

する第1次産業、丸太を加工する第2次産業、加工した製品を販売する第3次産業を村内で

完結する「トータル林業」の仕組みを考案し実行。根羽村森林組合によるJAS認定工場の取

得や、Jークレジットなど環境保全に配慮した取組みの他に、平成29年7月に村のほぽ全村

域で森林認証を取得。加工の認証を受けた森林組合で加工することにより、認証製品として

適正に管理された森林から産出された木材で生産されていることが保証され、世界中へ「根

羽すぎ」「根羽ひのき」を提供できる仕組みを確立した。
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林業業界全体が右肩下がりとなるなか、根羽村は日本における山村、林業の先進事例を

作れるよう、常に挑戦を意識している。近年は製造業だけでなく、木質バイオマスエネルギー

利用の取り組みや、防災でも活躍できる小さな木の家の開発に着手。そしてソフト事業で長

年にわたって特に力を入れて実施を行ってきたのが「木育」をテーマにした木の体験プログラ

ムの開発と提供。箸づくり、わっぱづくりなどの木製品作りから、林業体験や間伐体験など林

業員の仕事を体験するようなプログラムも実施。下流域に所在する愛知県安城市と連携し、

小4ー小6を対象にした1泊2日の山村留学「ワクワクネイチャースクール」では、山村留学体

験をコンテンツに80名枠に対して280名近くの応募実績があり大盛況。愛知教育大学と連携

して「動く木のおもちゃ」や持ち運び可能な「椅子やブランコ」などを活用した、「木の公園」を

作り出すサー ビスも行い、県外から高い人気を誇っている。

-
（
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根羽村森林組合がこれまで取り組んできたことは村の山を管理するだけでなく、森や木が

持つ素材としての魅力にふれるキッカケをつくること。そして社会全体において森というもの

がいかに重要なのかを伝えることを意識してきた。

「森を守ること、森を使うことそして森をつなぐこと」。循環をするために必要な3つの要素

を森林組合が中心となって実現していくことこそが、根羽村で掲げる「トータル林業」となる。

（今後取り組む課題）

根羽村が森づくり•そして木育に力を入れてきた理由には特徴的な環境的・社会的理由が

ある。110万人の生活用水となる「矢作川」の源流が根羽村に流れているからだ。この川の水
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を保全しつづけることこそが根羽村が挑む永遠のテーマだ。

矢作川の水の利用は人々の生活だけに使われるだけではない。自動車関連産業が発達し

ている矢作川の下流域の多くの企業では、工業水として使用しており、製造業の売上が矢作

川流域沿いから生まれている。私たち長野県根羽村が森づくりの中心となって、下流域の

人々も参画できるような森づくりを行うことには大義名分がある。

下流域に所在する安城市が水源地の環境保全を目的に水源涵養林として大正3年に根羽

村の山林427haを購入するなど流域連携を行いながら環境保全に取り組んでいる。近年で

は、行政以外でも環境学習、木育分野を中心に企業、NPO、小中学生の交流が続いており、

こうした上流域の環境保全に下流域の団体も携わる交流が「矢作J II方式」として知られてい

る口

私たち根羽村に求められているのは森を「守ること」を行うだけではなく、森の魅力を流域沿

いの人々と手を組みながら「つなげる」ことも求められている。

社会全体で持続的な地球づくりがテーマで掲げられている中で、私たち根羽村はこの場所

から「持続的森づくり」の先進事例を発信していきたい。村全体としては地域資源の活用と民

間との運携・協働をさらに進め、将来にわたり山村地域に人が住み続けられるような取組を

進めること。そして、矢作川の源流に位醤する当村では、「 森林」を軸にした事業 ・ 教育 ・ 暮ら

し・拠点づくりを行い、 「森林」から生まれる恵みを十分に活かした施策を統合的に行っていく

ことで、上記に掲げた課題の解決に取り組んでいきたい。

具体的には大きく2つの施策が考えられる。1つはSDGsのターゲット目標を見据え、従来

産業としての林業に加え、 「森と水の豊かさを守る持続可能（サステナブル）な山作り」の取組

を行うこと。従来の林業のビジネスモデルは生産性に傾いた林業となるため、ビジネスモデ

ルそのものから改善を行い、実行部分については森林組合だけでなく、協定連携を行う大学
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や企業と連携しながら実行し、環境に良い森づくりの実証現場としての強みをみつていきた

い。2018年度からは、全国初となる自治体連携での山地酪農の導入を行い、牛を活用した

森づくりを信州大学と連携しながら実験も始めており、今後も森の資源の新たな活用方法に

挑戦したプレイヤーを積極誘致したいと考えている。

r
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2つめに環境教育の場として「森林ESD」を推進し、流域沿いの市町村を対象にした教育旅

行、研修のサービス提供ができる環境と組織づくりを行なっていきたい。森を活かしたソフト

事業を展開することで、1に書いたビジネスモデルの改築が可能となり、環境配慮を意識した

森づくりの経済的観点からの実行も可能になると見込んでいる。

(
 

(2) 2030 年のあるべき姿

【2030年のあるべき姿】

地域資源の活用を、民間や自治体との連携・協働をさらに進め、将来にわたり山村地域に

人が住み続けられる状態を目指す。根羽村が掲げてきた「まもる・つくる・つなぐ」のトータル

林業と、 「 水を守る」と「流域連携」を掛け合わせた森づくり構想が「NEVER FOREST 

PROJECT」となる。
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まもる

・全世嘉が山持ち｀持ち主力,

I 常に把量できている状鱈

1 っかう ― -__ 

・役場・民間が一体となって
双り絨む森づくり

·FM 認証• CoC認1iIなどの
国際認証による安心• 安全

• r森林ゾーニング』 の
導入による森づくり攘道

・山地酪●など、 先道的なmづくりの
取り組みの実践と定■餞測

・再生可能エネルギー、 生分鱗性オイルの
導入など環墳配慮した資源利用

・山村のデメリットを隣消し 、 メリットを
享受できるライフスタイルの実環

·Q林組合目らで製材工場を運雹
II築材の販売

・外部組織と遵携した酒品閲発

・仮設住宅などでも利用できる
横羽木材で作られた住宅

• r防災Jにでも伎用できる
可動型グッズの開発

・木賣チッフ工場の導入による
豆林資源の有効活用

| つなく’
・下洩濾と遵携した口づくりの撞這

・出複型イペントや瑣地での体験を
通じた『木青J

・地域内の教冑での口に閲する
体騒字奮の買鑢

・持続可鯰な人材胃成を目的とした
敦膏や研修プログラムの宴●
(SDGs·ESD散冑）

・下渡域の地疇との事稟遭携を通じた
口林や木材の斬たな活用方法のIIIJ発

・民泊を過じた．山村ライフスタイルの
体験サーピスの提供

• 森林マインドフルネスと田含貪を通じた
，，ェルネス事集の晨開

� 

横断的な組織でプロジェクトを推進

゜

矢作川の源流であるというオンリ ー ワンの特徴と役割を認識し、 「森林」を軸にした事業 ・ 教

育暮らし・拠点づくりを行い、源流に人が住み続けられるまちづくりを行う。また、流域位沿

いをターゲットに「森林ESDプログラム」を通じて持続的社会づくりに貢献できる人材育成が

行えるプラットフォームを目指し、環境配慮された山村づくリ持続的社会に貢献する山村を

目指す。

1. 「水を守るための持続的森づくり」のフロントランナー

全国各地、とくに人工林の割合が多い地域で森林整備と資源の利活用方法に頭を抱えて

いるケースが多い。私たち根羽村では、産業面と環境面が両立できる林業ビジネスの手法を

民間と提携しながら確立を目指す。商品開発だけでなく、森づくりの観点でも大学と連携しな

がら定量的数値も計測することで、環境にもよい森づくりの手法を明確にし、他地域に横展

開できるようなモデルケースを創出していきたい。

2. 森林資源の有効的な利活用

森林整備を通じて搬出される資源達が、経済的にも環境的にも有効活用されるための活路

を見いだすことが求められる。木材市場への卸売では経済的にとても厳しい現実に直面する

゜
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ため、加工を通じたより消費者のニーズに応えた商品や、再生可能エネルギーとしての利

用、木材を繊維資源として利活用などが求められる。

3森林フィールドを活かした教育事業の展開

根羽村森林組合でこれまで取り組んできた「木育」の文脈から、すでに下流域の子供達の

自然体験での受入を行ってきたが、時代の流れに合わせより深いプログラムの提供に展開

したいと考えている。すでに根羽村で活動している首都圏の企業とも連携しながら、

プログラムのアップデートを行い、流域沿いの企業や教育機関と連携した事業展開を考えた

い。

（
 

(3) 2030年のあるべき姿の実現に向けた優先的なゴール、ターゲット

（経済）

ゴール、

ターゲット番号

118, 15, 13 

KPI(任意記載）

指標：森林資源を活かした事業の売上

現在(2020年2月） ．． 

4億円

2030年：

5.5 億円

‘、
現行の森林組合のビジネスモデルにおける課題は、森林整備の活動貨金が補助金頼

みになっていることと、製造販売による売上・利益率の確保に課題を抱えていることであ

る。解決策として、より利益率を求められ、かつ環境配慮とも共存できる新しいビジネスモ

デルの確立が必要となる。根羽村ではこの解決策として、第 1 に教育を絡めた事業展開を

想定し、新たな売上の確保とともにソフト事業に携わる林業従事者を増やすこと、そして第

2に林業や森づくりに絡めた新たなビジネスを展開したいと考えている人々が挑戦できるプ

ラットフォームを確立したいと考えている。

t
(
 



（社会）
ゴール、

ターゲット番号

KPI(任意記載）

"-
4,8,15 

17,15 

指標：森林資源を活かした、教育プログラム体験者

現在(2020年2月）
150人／年

2030年：

600人／年

指標：「持続的森づくり」をテーマにした、流域沿いの自治体 ・ 企

業との連携

現在(2020年2月）：

4団体

2030年・・

15団体と連携

゜

本当の意味で矢作川の水を守るには、源流地域だけではなく流域沿いの人々全員で森

林と環境に対する関心と意識が高まる必要がある。そのために、林業技術を持たない人々

でも森づくりに関われるプログラムを根羽村で提供する。流域沿いの自治体の教育と絡め

導入を行いながらも、楽しく主体的に森づくりに関われる興味が湧くようなプログラム開発。

下流域の都心部で木の魅力に触れられるイベントの実施そして、実験場として企業や大学

が先進的アクションを行う場として村の森の開放し、活動を世の中に発信していく。

（環境）
ゴール、

ターゲット番号

酉 15,12,14

1�
:

(
::

J

;��� 
水を保全�::a:��

KPJ(任意記載）

1,1 1 ,15 I 指標：森林木材の再生可能エネルギー としての利用

現在(2020年2月）：
450立米／年

2030年：
2,500立米I年

人口減少に伴い、施業放棄森林が増えることは容易に想像されることふまえ、源流の

水質保全のために森林の整備での環境的向上も実現しながら、生産性の向上も必要とさ

れているのが現状である。持続的な森づくりの手法を確立すること、同時に伐採された木

材の出口戦略が確立され、より多い面積の整備が可能になる状況を作ることが求められ

゜
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1.2 自治体SDGsの推進に資する取組

※ SDGs未来都市選定後の3年間(2020-2022年度）に実施する取組を記載す

ること。

(1) 自治体 SDGsの推進に資する取組

【全体概要】

愛知県に注ぐ矢作川の源流に位置する当村では、軸となるのは「森林」となる。よって、「森

林」を軸に事業・教育·暮らし ・ 拠点づくりにおいて「森林」から生まれる恵みを十分に活かした

施策を統合的に行いたい。

r
`

 

SDGsの目指すゴールも見据え、従来産業としての林業や製造業に加え、「森と水の豊かさ

を守る持続可能（サステナブル）な山作り」の取組を進め、環境保全、環境教育の場として地

域を活かし、村外を対象に教育旅行、SDGs研修のサービス提供での事業開発を行い、新し

い雇用の場と組織づくりを行なっていく、環境保全を訴える中で再生可能エネルギーの利活

用は大きな課題であり、 エネルギーの地産地消、他地域での再生可能エネルギー実現に向

けた取組みに関与していき、活動を通じて森林における環境問題の解決に向かいながら、こ

れら活動の外部へ情報発信を行なっていく。

① 「森林ゾーニング」の考え方を取り入れた、水を守る森づくりの推進

‘、

ゴール、

ターゲット番号

園：悶
KPI(任意記載）

指標：矢作川流域の水を保全の実証実験数

現在(2020年2月） ． 2022年：

2 

里山林•生産林・環境林・の森林ゾーニングに基づいた森づくりの実施

根羽村の森が求められる役割は、人々が住める森、木材提供のための森、災害防止のため

の森 ・ 水質保全のための森が主にある。これまでの森づくりでは木材としての役割に比重が

多く寄せられ林業が行われてきたが、改めて森林ゾーニングに基づいた森づくりを捉えなお

し、計画実行を行なっていく。

・企業・自治体パートナーシップを通じた森づくりの推進

根羽村のフィールドと林業のノウハウを、外部の団体と連携することによって全国で共通課題

となっている問題の解決策を生み出すイノベ ーションプラットフォームとしての役割を担う。村

有林の利用許可、活動のサポートを村と森林組合が一体となってサポートする体制を作る。

，

 



・大学と連携した森づくりに関する数値的な定点観測の実施

環境配慮や水質保全を目的とした森づくりに対する定量数値が世の中に乏しいため、根羽

村で行う先進的アクションに対する効果が有効的であることを立証するために、提携を結んで

いる信州大学とともに観測を行い、検証に対する結果を公表していく。

② 持続的森林資源を活かした「森林ESD」や「森林SDGs研修」の普及と実施
ゴール、 KP!(任意記載）

ターゲット番号

11

4.15 指標：森林資源を活かした、教育プログラム体験者

現在(2020年2月）： 2022年．

150人／年 400人／年

・村内の義務教育学校学校の義務教育でのプログラムの実践

根羽村では2019年度より山保育の認定をとっており、2020年からは義務教育学校を指導

する。少人数教育のメリットを活かし、2020年より国が褐げる学習指導要領の「生きる力」を

森林で育む「森林ESDJプログラム実践を行なっていき、村内の子供達から「生きる力」を高め

ていく。

・流域沿いの自治体・企業と連携した教育プログラムの実施

これまで下流域にある愛知県安城市と教育での連携を行い、小学生の森林体験や山村留

学を行なってきたが、単発でのイベントが続いていた。今後は長期的展開を見据え、学習指

導要頷で求められている教育プログラムに応えられるようなコンテンツを根羽村で開発するこ

とで、より継続的な教育交流が行われる状態を目指す。また、安城市だけでなく他の流域沿

いの自治体や企業との連携も進めていく。

•都心部での木育イベントを通じた啓蒙活動

森林組合で製作してきたアイテムを都会のイベントスペースや空き地で活用し、年間50回

のイベントをこれまでも行なってき、村のPRの役割を担ってきた。教育事業につなげるマーケ

ティング活動として、今後も啓蒙活動を続けていく。

・流域沿いの企業と連携したSDGsアクションの推進

製造業や工務店など、矢作J 11沿いの森や水を資源としてビジネス展開を行う企業と連携を

行い、流域沿いでの提携を通じたSDGsビジネスの展開や、企業版ふるさと納税などの制度

を活用した持続的森づくりに対するサポートスキームを作っていく。

゜

゜
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® 再生可能エネルギー・ 内装木質化 ・ 防災グッズなど、木材の新たな出口戦略の確立

ゴール、 KPI(任意記載）

ターゲット番号

園
“ 指標•森林資源を活かした事業の売上

15,13 現在(2020年2月）： 2022年：

3.8億円 5億円

（
 

ゴール、 I KPI( 任意記載）

ターゲット番号

1, I 指標：森林木材の再生可能エネルギーとしての利用

11.1 s I 現在(2020年2月）：

450立米／年

2022年：

1500立米I年

・木質チップの利活用

根羽村では2020年より、環境面を意識したカスケード利用、流域沿いの再生エネルギー使

用率の増加、および森林粗合の売上向上の3つの目的を達成するために、木質チップ工場

を設立する。チップの利活用方法として、エネルギーだけでなく森林整備における景観向上

や雑草対策にも活用できるため、チップを商品とした出口戦略の開発を進めていき、根羽村

森林の需要を高めていく。

‘、

・内装木質化の需要に合わせた商品の開発

空き施設の再利用やリノベーション物件の需要が高まっている中、内装木質化実現のため

の商品需要が高まっている。根羽村ではすでに2018年よりリニューアルした根羽村役場にて

内装木質化に取り組んでいるために、内装木質化のニーズに応えられる商品展開を行なっ

ていく。

・防災グッズや・木造建築の開発・販売

東海圏では今後南海トラフに対する芸戒が強まっていく中、防災グッズヘのニーズが高ま

っている。根羽村ではすでに木造での仮設住宅の導入実績があるが、住宅だけでなく二次災

害での人々の心労を軽減するための木のおもちゃアイテムなど、既存アイテムの防災グッズ

としての展開可能性が見えており、推進を進めていく

(2)情報発信

ll 



（域内向け）

根羽村では全世帯が森林組合員／山持ちということもあり、 森づくりに対する関心［まとても

高い。勉強会と定期的ワークショップを通じて、環境的な森づくりに対する知識の共有、およ

び経過の報告を定期的に発信していく。

（域外向け（国内））

「良い森づくり」に対するアクションの実施と、定点観測による研究結果の発表。民間企業

や大学と連携した森を活かした実証実験の実施と発表を、2020年4月よりオープン予定の根

羽村のSDGsポータルサイトにて発信する。また、豊田市で配信されているフリ ーペーパー

「耕LIFE」にはすでに根羽村の取り組みを掲載しており、今後も活動を掲載していく。

（海外向け）

昨年も森づくり体験として、 ベトナムの日本支社の受け入れを行った。SDGsアクションを実

施したい海外企業の誘致、研修の受け入れなどサービスの展開予定。

(3)普及展開性（自治体SDGsモデル事業の普及展開を含む）

（他の地域への普及展開性）

森林でSDGs認定を取っている自治体とは横での連携を通じて情報共有を行いたい。根羽村

で行った森づくりに対するアクションは大学と連携を行うことで定量的に計測し、参考になるよ

うにする。流域を交えたビジネス展開、村づくり展開が成功すれば、同じ問題に悩んでいる山

村の自治体の参考モデルになりうると考えている。

（自治体SDGsモデル事業の普及展開策）

全国のほとんどの森林組合が経営で厳しい現実に直面をしている今、製造 ・ 整備 ・ 教育を掛

け合わせた新しい事業モデルとしての可能性を示せる。開発した商品ラインナップを、各地の

木材でも横展開ができれば、日本全国全体の木材の需要アップも期待できる。

※改ページ
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1.3推進体制

（
 

(1)各種計画への反映

現在計画中の根羽村の総合戦略、地方再生計画には同等の計画を記載済み。

従来から木材の6次産業は森林組合の独自性としてビジネスに反映しており、「トータル

林業」という方針で進めている。また2010年代から長年にわたって地域のNPO法人と連

携した「木育活動」を行っており、昨年度は年間50回、約1万人の人々に出張型イベントと

して木に触れる機会を提供。村内での受け入れも愛知県安城市を中心とした下流域の子

供達の受け入れ、また企業や自治体の視察も数多く受け入れてきた。

今回の計画は全くのゼロからの構想ではなく、すでに生まれてきた文脈のシナジー効果

を嵩めるための計画にもなっている。

くすでに動き始めている「NEVER FOREST PROJECT> 

1全国初の自治体サポートでの山地酪農導入

森林整備にかかる人件費の削減の手法として、山地酪農の導入を2018年から行い、山

の中で牛を365日放牧状態で、山にある資源のみを餌にした手法を導入。人と、自然と、

牛が｀お互いの課題を補完しあうモデルとして注目されており、信州大学と連携しながら森

づくりに与える好循環のデータを観察中。視察コンテンツや教育コンテンツとしてのテストケ

ースもスタートさせている。

‘、

2木の魅力に触れる木育活動「WOOD PLACE MAKING」

愛知教育大学と共同で開発した幼児向けの「動く木のおもちゃ」や、軽トラサイズで持ち

運べる「どこでもシリ ーズ」など、根羽村森林組合が中心となって企画・制作した商品を全

国のイベントスペースや公開空地にて展開し、人々が木に集う空間を作っている。ワ ークシ

ョップも数々のコンテンツをもっており、子供達が木に興味を持つきっかけを提示。年間50

回のイベント開催を行っている。

3. 流域沿いの自治体と連携した環境教育ツーリズム

2010年代より、安城市の子供達を1泊2日の宿泊型コンテンツで受け入れを行う「ワクワ

クネイチャースクール」を実施。昨年は80名の応募枠に対して300人近くの参加希望者が

安城市内の子供達から集まるなど高い人気を誇っている。来年度から開催回数を4回に

増加し、120名の参加を予定している。

4村内の教育へのSDGsの導入

根羽村の小中学校と連携し、総合学習の時間を使って農業・林業の体験を行うコンテン

ツを地域学として提供。保育園でも山保育の認定を取得。2019年度には中学2年生が内

13 



閣府主催のSDGsプランコンテストで「森のテーマパーク構想」で優秀賞を受賞しており、地

域資源を活かした教育づくりを進めている。

5. 流域沿いの企業・自治体と連携した森づくりの推進

根羽村ではアイシングループがアイシンの森を保有。安城にある明治用水土地改良区が

水源涵養林を大正期に購入している。購入だけではなく、年間のイベントを通じて森林

整備や植樹活動を共同で行っている。今後は企業版ふるさと納税の制度を活用しながら

企業と村での共同森づくりについても推進を計画している。

(2)行政体内部の執行体制

2019年度より地域おこし企業人として地域プロデュースを主業とする株式会社WHEREの

社員1名が出向。関係人口事業の創出を通じて地域のリソースと課題の整理、およびこれ

までの活動の事業化に向けた計画づくりを行ってもらったが、2020年度からはSDGsを軸

とした横断型の組織構成を検討しており、各課の職員が横断的に参画できるプロジェクト

チームを予定している。このチ ームがNEVER FOREST PROJECTの窓口となる。

根羽村では村長が森林組合長を古くから兼任しており、役場と森林組合が一体となった森

づくりを推進しているため、森林組合と役場の連携はこの体制にて可能となる。今後は村

づくり組織も別途立ち上がる予定となっており、役場が民間の動きをプラットフォーム的に

サポートをするような体制づくりを進めていきたいと考える。

組織体制

根羽村役場

五

,;, 鵬鴫・事●{t. フロジェクト冑耀

賣金躙遍・フロモーションを行っていく

。

゜
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(3)ステークホルダ＿との連携

1域内外の主体

•株式会社根羽村森林組合

森林整備 ・ 製材 ・ 加工のすべての対応が可能となっており、村の主産業となっている。

·NPO法人矢作川源流の森ねば／村づくり新法人(2020年設立予定）

「木育活動」を中心とした活動を行い、地域のPRをになってきた。今後は木育だけでなく、

地域内の教育、特産物の販売、地域資源を活用できる人材育成、SDGsに関するアクショ

ンを取りまとめていく主体を担っていく。

r̀

 

・地域住民（コミュニティ）

根羽村では現在20近くの民間主体のコミュニティや法人が存在しており、村の活性のた

めに積極的に活動を行っている。ビジョンのもと、それぞれの強みが生きるような役割を担

ってもらい、地域経済の活性化を担ってもらう。

•株式会社 WHERE

2016年より根羽村のPR· 関係人口づくりを担ってもらい、独自予算で古民家改修・民泊

運営を行っている。2019年より地域おこし企業人として1名が根羽村役場に出向し、地域

全体のブランディング ・ プロモーションを中心とした企画・実行を担ってもらっており、SDGs

アクションの推進も行っている。

‘、

•株式会社JTN

東海園に活動拠点を置く旅行会社。現在は東海圏から根羽へのツアー企画・運営を行っ

てもらいながら、村の地域資源を活かした商品開発 ・ 販路開拓を担っている。

・アイシングループ

工場用水や生活用水として恩恵を受けている矢作川において、上流の水源の森を守る

ために源流地域である根羽村と「森林（もり）の里親契約」を2004年に締結。親子で楽しく

「森と水」の大切さや自然の素晴らしさに触れることで｀環境意識を向上させることをねらい

とし、毎年森づくりの活動を共同で行っている。

・信州大学農学部

森林と里山の総合的な活用モデルの確立及び水源林とそれに関わる下流域との交流・

相互発展並びに木質資源を中心とする農林資源の有効活用と教育・研究等を推進し、産

業振興、人材育成、環境保全等の分野で連携・協力。

15 



•愛知教育大学

「動く木のおもちゃ」を教育大学の幼児教育をメインに活動してきた樋ロ 一 成教授と開

発。今後、村として教育に力を入れプログラム開発を行うにあたっても、連携が期待でき

る。

・矢作川流域囲懇談会

国土交通省サポートのもと、矢作川における治水、利水、環境、維持管理等の課題を解

決し目標を達成のため、川の中だけの視点ではなく、水のつながりという視点で山から海

までの流域圏全体を対象として、矢作川流域圏に係る個人 ・ 市民団体等、関係団体、学識

経験者、国、県、市町村の関係行政機関で構成する組織。流域連携におけるアイデアと実

施で連携予定。

・ 飯田信用金庫

飯田信用金庫としてもSDGsの推進を会社方針で掲げており、プロジェクトにおける資金

面でのサポートが期待される。

2国内の自治体

•愛知県安城市

安城市の子供達は長年にわたって学校のプログラムとして根羽村に訪れており、夏休み

には「ワクワクネイチャースクール」でのイベント体験も行なっている。今後は教育プログラ

ムの拡張、流域連携をますます強化させていきたいと考える。

3. 海外の主体

・ドイツ・レッテンバッハとの交流

根羽村が参考にしている村づくりに、世界一 幸せな村と言われるドイツのレッテンバッハ

村がある。村長同士の交流も行われ、今後も交流を進めていくことで双方合意している。

。

゜

· FPTジャパンホールディングス株式会社

2019年9月、ベトナムのIT企業FPTジャパンホールディングス株式会社が2日間にわた

って根羽村に滞在し、記念植樹も行なった。今後も定期的な来訪とともに、持続的森づくり

の共同を行いたいと考えている。

16 



(4)自律的好循環の形成へ向けた制度の構築等

企業版ふるさと納税を通じた森づくりの活動に対する寄付に関しては、流域沿いの企業

を中心に連携の話し合いを進めている。また、事業をベースとした関係人口としての関わり

を個人 ・ 企業と模索しながら進めており、地方創生SDGsプラットフォームの活用を通じて、

良いパー トナーシップを結びたいと考える。来年度は森林譲与税の活用プランとして他自

治体への展開も進めている。

（
 

※改ページ

‘、
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2.1 自治体SDGsモデル事業での取組提案

(1)課題・目標設定と取組の概要

（自治体SDGsモデル事業名）

NEVER FOREST PROJECT ~流域が一体となって行う、水を守る持続的な森づくり ～

こ型目

— 
水を守るための

符樟的口づくり

岬濯誓誓置

゜

。

【アピ ール内容】

根羽村では、これまで森林や渚流といった豊かな自然環境を活用し、安城市を中心にこれ

までも根羽村を会場にしての林業体験、植樹活動等の環境学習やネイチャースクール、安城

市を会場にした木育事業を積極的に実施し、その結果深い流域交流が生まれた。しかしこれ

までの取組方では村の予算に依存する持続的経済活動とは言えなかった。よって、活動によ

るメリットは評価しながらも、事業内容や事業実施体制の見直しを含め、意義と経済性が両

立できる事業とし、ひいては上流域住民の「しごと」の一 つとなるような状態にできるかが大き

な課題となっている。
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こうした課題解決を図るため、上下流域が 一 つの共生圏として考え方や情報を共有し事業

の検討を進めるプロジェクトを推進。経済自立を満たすために、上流域を会場にしたエコツー

リズム、下流域での緑化事業、木育事業を通じた環境学習などのソフト事業を推進。事業を

通じて利益を上げるとともに、既存事業で最も経済効果があると想定される木材の流通につ

いてのマーケティング効果となるような状態を実現させる。

上下流域が 一体となった環境保全の取り組みが経済性を有した上で実施されることは、人

口減少、少子高齢化の進む河川の上流域にある小規模自治体での雇用確保につながり、上

流域での林業従事者の確保、適正な森林管理が維持でき、ひいては災害に強い国土づくり

にも寄与する等、その効果は多方面にまでわたるものであり、他地域への波及が見込まれ

る。

根羽村では、総合戦略において「流域連携による地域づくり」を大綱の一 つに掲げ・源流地

域の環境保全 ・ 景観の保全・自然エネルギー利用の推進・流域地域との交流の促進に取り

組むこととしており、併せて、根羽村まち ・ひと ・ しごと総合戦略でも「地域資源を活用した仕事

づくり」を基本目標の一 つして掲げて取り組む予定である。

（課題・目標設定）

ゴール 4 タ ーゲット 4.7

ゴール8ターゲット8.4

ゴール 14 、タ ーゲット 14.1

ゴール15、ターゲット15.2

ゴール 17 、タ ーゲット 17.17

こ璽
に

1, 贋聾欝i 15 :::"·

薗 a

�
 （取組概要）※150文字

持続社会に対する意識が高い今、私たちは水を守る森づくりの先進地を流域連携を通じてつ

くり、環境教育事業やエネルギー事業を兼ね合わせた新しい林業モデルのあり方を生み出

す。既存のビジネスモデルでは「量」を確保した手法をとらなければ経済的な持続ができない

中、経済・社会・環境の共存を目指した手法を確立する。

19 



(2)三側面の取組

①経済面の取組

森林・林業を活かしたソフト事業の推進

ゴール、 KPI 

ターゲット番号

8, 1 5,4,71指標：森林資源を活かした事業売上

現在(2020年2月）：

3,8億円

2022年：

4.5億円

・教育研修を絡めた森林エコツー リズムの推進

学習指導要領の変更、およびSDGsの浸透化により、環境への教育関心が高まっている。

これまでは下流域にある愛知県安城市と教育での連携を行い｀小学生の森林体験や山村留

学を行なってきたが、単発でのイベントが続いていた。今後は長期的展開を見据え、学習指

導要領で求められている教育プログラムに応えられるようなコンテンツを根羽村で開発するこ

とで、より継続的な教育交流が行われる状態を目指す。また、安城市だけでなく他の流域沿

いの自治体や企業との連携も進めていく。

（事業費）
3年間(2020~2022年）総額: 30,000千円

① 社会面の取組

一人一人の自然や森林に対する関心度を高めるための普及活動

ゴール、

ターゲット番号m 4.1 2. 15.17 

KPI 

指標．森林資源を活かした、教育プログラム体験者

現在(2020年2月）： 2022年：

150人／年 350人／年

森林を活かした教育プログラムを通じた持続社会人材の育成

これまでも子供を対象とした森林体験や山村留学を行なってきたが、単発でのイベントが

続いていた。今後は長期的展開を見据え、学習指導要領で求められている「生きる力」を育

む教育プログラムや、SDGsをビジネスに取り入れるアイデアやノウハウを学べるフィ ールドを

根羽村で開発することで、持続可能な社会を創り出す人材の輩出を行う。森を活かしたビジ

ネスを展開したい人がいれば、村全体でバックアップを行う。
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（事業費）

3年間(2020~2022年）総額： 30,000千円

③ 環境面の取組

矢作川の水を守るための持続的森づくりの実施

ゴール、

ターゲット番号

1s.1.11,14,11, I 指標：矢作川流域の水を保全の実証実験数

現在(2020年2月） • I 2022年：

KPI 

（
 

2

企業・自治体・大学と連携して作る水質保全を目的とした森づくりの推進

これまでも大学と連携した商品開発や森林実験、企業や自治体と連携した森づくりを行って

きたが、それぞれの活動が別文脈で動いていたため事業シナジーが生まれることがなかっ

た。今回のSDGsをきっかけに、村全体としての共通ビジョンをかかげ、水を守るための森づく

り実現のためのプロジェクトチームを作っていきたいと考える。

（事業費）

3年間(2020~2022年）総額： 13,800干円

‘、
(3)三側面をつなぐ統合的取組

(3-1)統合的取組の事業名（自治体SDGs補助金対象事業）

（統合的取組の事業名）

NEVER FOREST LAB ~豊かな山と人材を育む、森の実験場～

（取組概要）※150文字

持続的森づくりの場、環境教育のフィー ルドとなる場をFOREST LABとして新たに拠点を設

ける。環境面と経済面の両立を目指し、森づくりにおいては森林の景観改善、土壌改善、水

質保全のための森づくりを民間と大学などと連携しながら実証を進める。経済的自立をはか

るために環境教育を軸においた事業を展開し、イベントやツアーを展開。
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（事業費）

3年間(2020~2022年）総額： 80,000千円

（統合的取組による全体最適化の概要及びその過程における工夫）

環境保全目的の林業のこれまでの問題は、推進させるための活動費用の確保であった。こ

の問題を解消するために、企業版ふるさと納税や森林譲与税など国の制度を活用しながら、

経済的に自走できるようになるためのソフト事業の開発と実施が鍵となる。これらを実現する

ために、全体的な森づくりに対する活動がシナジーを産むための横断型組織が取りまとめを

行うことと、象徴となる森の活動拠点FOREST LABを作ることで、教育・研修 ・ 事業開発が行

える場所を作る。

°
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(3-2)三側面をつなぐ統合的取組による相乗効果等（新たに創出される価値）

(3-2-1)経済⇔環境

（経済→環境）

ソフト事業活用による環境整備林業の活動資金確保

KPI (環境面における相乗効果等）

指標：教育を絡めたソフト事業での売上

現在(2020年2月）： 2022年：

1,000万円 3,000万円

持続的に活動を行うために事業で売上を確保し、その資金で持続的森づくりに展開し、事

業効果を高める循環が必要となる。教育事業・研修事業等のソフト事業を通じて経済活動を

行い、売上を通じて森づくりを行う活動費用に転換していく。

（環境→経済）

持続的森づくりを通じたブランディング効果

KP! (経済面における相乗効果等）

指標：森林資源を活用した新たな事業数

現在(2020年2月）： 2022年：

2 5 

根羽村の森が持続的森づくり活動が、森林組合のブランディング向上につながる。既存事

業の売上アップだけでなく、森林資源を活かしたイノベーションを生み出したい企業・個人が

活動できる拠点となる。活動を村としてバックアップし発信までサポートすることで、森づくりに

関する先進的な事例が根羽村から生まれ、持続的な森林関連事業が生まれる

(3-2-2)経済⇔社会

（経済→社会）

事業を通じたSDGs•ESD教育の普及

KP! (社会面における相乗効果等）

指標：根羽村の教育プログラムの流域沿いの体験子供人数

現在(2020年2月）： 2022年：

150人／年 350人／年
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根羽村をフィールドとしたSDGs研修や森林ESD教育は子供のSDGsに対する関心度と

理解を大きく高めるきっかけとなる。流域沿いでのSDGsアクションの増加が増えることが矢

作川流域沿いをより豊かにし、持続可能な社会を推進する事業づくりを行う人材育成にもつ

ながる。

（社会→経済）

森林・林業・木材に対するマーケテイング効果

KPI (経済面における相乗効果等）

指標：村内以外の流域沿いでの森林組合の売上

現在(2020年2月）． 2022年：

100万円／年 1,000万円／年

現状の国内の木材に対するニーズや林業従事希望者の減少理由として、人々の関心が

高まるほどの十分な情報と知識の提供ができていないことが要因と考える。根羽村から持続

的な森づくりに関する情報発信と参加可能なプログラムを提供することで、国産木材や森林

に対する関心度を高め、需要増加につながるマーケティングとなる。

(3-2-3)社会⇔環境

（社会）

流域沿いの人々の環境への関心向上

KPI (環境面における相乗効果等）

指標：流域沿いの自治体・企業のプロジェクト参画数

現在(2020年2月）： 2022年：

3 6 

矢作川流域全体で森と水に対する輿味関心が高まることで、必然と環境保全に対するアク

ション数が増える。自治体や企業が参画しやすくなるような窓口を根羽村に設けることで、必

然と流域沿いの団体での参画数が増加し、参加人数が増えることを推進する。。

（環境→社会）

先進事例の発信を通じた森林に対する関心

KPI (社会面における相乗効果等）

指標：矢作川流域沿いの再生可能エネルギー使用量

゜

゜
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現在(2020年2月）： 2022年：

450立米／年 1,500立米／年

矢作川流域全体での森や水に対する先進的アクションを通じて、流域沿いの人々の環境に

対する意識改善が行われ、流域沿いの資源を活用したエネルギーの導入を進めていく。

(4)多様なステ ークホルダーとの連携

団体·組織名等 モデル事業における位置付け·役割

信州大学 定葺的数値の計測を行うパートナー 、森づくりにおけるアド

パイザー

愛知教育大学 幼児教育に効果的なプログラムの開発

アイシン 持続的森づくりを推進するパートナーシップ

JTN 地域資源を活用した商品開発・販路開拓、ツー リズムの運

営

株式会社WHERE 地域の内外のパー トナーシップを円滑に循環させるための

コミュニティデザイナー

愛知県安城市 矢作川流域での交流のメインパートナー

矢作川流域圏懇談会 矢作川流域での交流を円滑にするパートナー

エコネット安城 矢作川流域での交流を円滑にするパートナー

(5)自律的好循環の具体化に向けた事業の実施

（事業スキーム）

環境保全目的の林業のこれまでの問題は、推進させるための活動費用の確保であった。こ

の問題を解消するために、企業版ふるさと納税や森林譲与税など国の制度を活用しながら、

「経済」のみに重きをおいた林業活動ではなく、「経済と環境」の両立うを目的としたこれから

の林業のあり方で自走できるようになるためのシフトが必要となる。

これらを実現するために、実施体制においては森林組合のみで行わず森林組合を含む民

間と役場の林務・教育・観光・PR等のメンバーをチームに揃えた横断型組織を作る方針で考

えている。これまでは分断していた各部署の活動を、当プロジェクトのビジョンにて共通化す

ることによって、事業シナジーがより生まれ、スピード感を持った活動ができると考えている。

また、具体的な象徴となる活動拠点をNEVER FOREST LABを作ることで、教育·研修・事

業開発が行える場所を作る。
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（将来的な自走に向けた取組）

最大的な課題は、ふるさと納税や譲与税などの国のお金に頼らないシステムを構築するこ

と。初期開発費用として捉え、ソフト事業での売上獲得、森林資源を活かした新たな事業の開

発、そして複数プロジェクトのシナジー効果を生み出すことで限られた資金と人材で最大の成

果が出せるような統合的プロジェクトマネジメントを行う組織を形成し、プレイヤー同士での積

極的な情報交換を行うことが重要と考える。

(6)資金スキーム

（総事業費）

3年間 (2020~2022 年）総額： 198,000 千円

（千円）

三側面をつな
経済面の取組 社会面の取組 環境面の取組

ぐ統合的取組

2020年度 10,000 123.000 20,000 r 53,ooo 

2021年度 10.000 5,000 40,000 65,000 

2022年度 10,000 10.000 20,000 40.000 

計 30,000 13,800 80,000 248,000 

（活用予定の支援施策）

活用予定 活用予定額
支援施策の名称 活用予定の取組の概要

年度 （千円）

林業・木材産業成長化促 木質パイオマス発電への燃料共
2020 123,000 

進対策事棠 有を見込んだ木質チッパーの導入

゜

゜
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企業版ふるさと納税 2020 10,000 水を守る森づくり推進のための活動費用

地域循環共生圏プラットフォ 上流域と下流域をつなぐ事業を展開する
2020 2.000 

ーム事業 中間支援組織構築費用

（民間投資等）

特になし

（
 

※改ページ
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い）スケジュ ール

取組名 2020年度 2021年度 2022年度

統 NEVER FOREST LAB .. .. � 

合 ,. ... 

LABの施_{(-7月）
てド業計画の策定(-9月） SDGsの地戚普及(-3月） . 

LABの性件・設計準Viii (-3月） LABオ ー フン 述·/ai;IJり始 (8月～） .. 

-.-

経 森林・林業を活かしたソ

事業計画如定 、 連りし
.. 

＇ フト事業の推進 アクションの尖施
..

(7月-3月）
r 

前Iij�I Ii] t,'fHlf:j他 前年j,'i]様推進
業・自治体校索(-6月） 自治体連携の校索

,.
(7月-12月）

社 一人一人の自然や森 ... . 

a ＇ 
会 ，， 

林に対する関心度を 普及アクションの実施(7/Hl月） il1J fl=- l•il Uifif, i但 前年同様推逆
計1曲策定(-6月）

高めるための普及活
． 

下流域／や ー トナー校索 ’ 

森林括用フロジェクトの立案・実行（随 l寺）

環 矢作川の水を守るた .. . ... 
a 

境
’ --,, 

めの持続的森づくり 森林5\·jilij (-7月） 森づくりのの尖/j也(8月-3月） 前年同様推進 前年fi,]様推進

の実施 ,. 

森林活mプロジェクトの立案・企画 ・ ：イ1・ （随P;'J)

28 
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2020年t""sDGs未米都市全体計画提楽概恢（提案t.'"\ 2) 

提案全体のタイトル： NEVER FOREST PROJ EC!__ . I提案者名：四皿悶臼JfJJJS郡根羽村

全体計画の概要：愛知県に注ぐ矢作川の源流に位置する当村では、軸となるのは「森林Jとなる。よって、 「森林」を軸に事業・教育・暮らし・拠点づくりにおいて「森林」から生まれる恵みを十分に活かした

施策を統合的に行いたい。SDGsの目指すゴールも見据え、従来産業としての林業や製造業に加え、「水の豊かさを守る持綾可能（サステナブル）な森作り」の取組を進め、環境保全、環境教育の場として

地域を活かし、村外を対象に教育旅行、SDGs研修のサービス提供での事業開発を行い、新しい雇用の場と組織づくりを行なっていく。

閲＂雰澤限l 2030 年のあるべき姿

，•

盆ほ巳翫1

戸笠撃鰐言二悶牙温芦：三
これまでの問題は、推進させるための活動費用の確保であった。この問題を解消するために、経済
的に自走できるようになるためのソフト事業の開発と実施が鍵となる．シナジーを佳むための横断型
組織をつくり、流域一体で森づくりを行う。

2030 年のあるぺき姿の
実現に向けた優先的な

ゴール ・ ターゲット

4.'n'の高い教育をみんなに
11. 住み続けられるうまちづくりを
14海の翌かさを守ろう
15森の蔑かさを守ろう
17パートナーシップで目標を達成しよう

，
 

逼＿ ＿
環境保全目的の林業のこれまでの問題は、推進させるための活動
費用の確保であった。この問題を解消するために、企業版ふるさと
納税や森林譲与税など国の制度を活用しながら、経済的に自走で
きるようになるためのソフト事業の開発と実施が鍵となる。これらを
実現するために、全体的な森づくりに対する活動がシナジーを産
むための横断型組織が取りまとめを行うことと、象徴となる活動拠
点を NEVER FOREST LAB を作ることで、教育・研修・事業開発が
行える場所を作る．

自治体SOGsに資する取組 I-直-�i非l 普及展開性

村内は古くから森に対する関心が高い村なため 、 森づくりに関する
知識を学ぶワ ークショップを実施．村づくりの推進に関する会議もオ
ープン会議にし、WEB、地域のフリーベーパーを活用して村外への
発信を行う。

根羽村で行った森づくりに対するアクションは大学と連携を行うこ
とで定豆的に計浪Ifし、参考になるようにする。流域を交えたビジネ
ス展開、村づくり展開が成功すれば 、 同じ問題に悩んでいる各川
の自治体の参考モデルになりうると考えている。

各種計画への反映 行政体内部の執行体制 因藩置m罰．響需田f

,
E
塁

現在計画中の根羽村の総合戦略、地方再生計画には同等の計画
を記載済み。従来から「トータル林業」という方針で進めている．
2010 年代から長年にわたって地域の NPO 法人と連携した「木百活
動Jを行っており 、 昨年度は年間 50 回 、 約 1 万人の人々に提供。村
内での受け入れも愛知県安城市を中心とした下流域と実施＂今回
の計画は既存文脈のシナジーを高めるための計画．

根羽村では村長が森林組合長を古くから兼任しており、役場と森
林組合が一体となった森づくりを推進している。また 、 森林組合の
NPO 法人がこれまでの木育活動を推進してきたが、今後は村づく
り組織を新たに立ち上げ組織と NPO が連動し 、 役場がサポートを
するような体制づくりを進めていく。

森林組合 .NPO 、すでに村の活動を一緒に進めている企業が中
心となる。加えて｀大学や、流域沿いの自治体・企業との連携が
予定される．

自律的好循環の形成へ
向けた制度の慣築等

環境保全目的の林業のこれまでの問題は、推進させるための活動費用の確保であった。この問題を解消するために、企業版ふるさと納税や森林譲与税
など国の制度を活用しながら、経済的に自走できるようになるためのソフト事業の開発と実施が鍵となる。これらを実現するために、全体的な森づくりに対
する活動がシナジーを産むための横断型組織が取りまとめを行うことと、象徴となる活動拠点を NEVER FOREST LABを作ることで、教育・研修・事業開発

I が行える場所を作る。



2020�� 自治体SDGsモデル事業提案概要（提案��t3)
自治体 SDGsモデル事業名： NEVER FOREST PROJECT I提案者名：長野県下伊那郡根羽村

取組内容の概要： 持続社会に対する意識が高い今、私たちは水を守る森づくりの先進地を、流域連携を通じてつくり、環境教育事業やエネルギー事業を兼ね

合わせた新しい林業モデルのあり方を生み出す。既存のビジネスモデルでは「量」を確保した手法をとらなければ経済的な持統ができない中、経済・社会・環境の共

存を目指した手法を確立する。
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参考資料 

 

 

○愛知県豊田市内で発行される「耕ライフ」による情報発信 

 

○下流域企業「アイシングループ」との活動写真 

 

○SDGｓまりづくりコンテスト受賞 

 

 

以下余白 



 

      

根羽村森林組合 

「ちいさな木の家」 

豊田市フリーペーパー 

「耕 LIFE」コラボ企画 



 

 

 

アイシングループ 

「2018 根羽村親子わんぱく体験隊 秋の陣 



 

 

SDGsまちづくりアイデアコンテスト 

根羽村中学生優秀賞受賞 
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